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1. はじめに                                                          

 複合型法面工法（以下，本工法）は，降雨等の耐浸食性を有す

るモルタル吹付け部（基面部）と景観性に優れた植生部（表面部）

の二層構造からなる法面保護工である(写真 1)．本工法の構造上

の特徴として，パルプモウルドを用い，基面部に開口部を設けて

いる．開口部は，植生工の根系を地山に誘導することで，生育条

件を良好にする効果を期待している．また，本工法は鉄筋挿入工

（以下，RB 工）の併用も可能であり，表層崩壊等の急傾斜対策

にも対応できる．本工法の標準断面を図 1 に示す． 

しかしながら，本工法において RB 工を併用する場合，設計に

必要なのり面工低減係数μ1)が明確にされていない．そこで，模

型実験を行い，本工法ののり面補強効果を明らかにするとともに，

のり面工低減係数μの算定を行った． 

2. 実験概要 

2.1 実験装置 

本工法の仕様に基づき，斜面・のり面に施工する実物の 1/5 ス

ケールで室内模型試験装置を製作した（幅 900mm，長さ 1200mm，

高さ 500mm）．試験装置は既往研究 2)を参考とした．概要図を図

2 に示す．試験装置は上枠(高さ 300mm)と下枠(高さ 200mm)から

構成され，上枠内の土を移動土塊，下枠内の土を不動地山，上枠

と下枠の間を仮想せん断面とみなす．実験では，試験装置を傾斜

させることで，土の自重によりせん断破壊を起こさせ，そのせん

断過程時，RB にかかる引張り荷重を直接計測することができる． 

2.2 試験条件 

試験条件を表 1 に示す．試験は，のり面工が無い条件(No.1)と

とプレートのみを設置した条件(No.2)および本工法仕様条件

(No.3)の 3 ケースとした．RB の配置は，正方配置として実物大

の 2.0m 間隔を想定し，模型試験では縦横 400mm 間隔とした． 

2.3 試験手順 

試験装置に実験土を厚さ 100mm ごとに締固めて模擬地盤を作

製した．実験土には山砂（Fc=22.8％，D50=0.239mm）を用い，

締固め度 80％に設定して，各層の密度管理(ρd=1.428g/cm3，ｗ

=14％程度)により締固めを行った．模擬地盤作製後に RB と法面

工を設置するが，No.3(本工法)は，基盤部のモルタル材を模擬地

盤上に直接打設し，所定の圧縮強度(20N/mm2)を確認後に実験を

行った．また No.3 は，樹脂系 RB 用受圧板を併用している． 
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写真 1 複合型法面工法  
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    図 1 標準断面(RB 併用)  
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図 2 試験装置概要図 

  

表 1 試験条件および試験結果 

実験結果
RB

(mm)
プレート

(mm)
受圧板

(mm)
のり⾯⼯ 崩壊⾓度

No.1 φ4×500 無 無 無 55.0°

No.2 φ4×500 30×30×2 無 無 58.5°

No.3 φ4×500 30×30×2
124×124

×10※1

基盤部t=20

開⼝率10%
61.5°

ケース
組合わせパターン

        ※1 接地面積 10,800mm2 
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実験時の傾斜角速度は 3 度/min 程度とし，上枠上部に設置

した接触式変位計によるせん断変位量と RB 引張り荷重の計

測を行う．引張り荷重の測定 RB は，代表として正方配置全 9

本の中央部とした．実験中にせん断変位が生じて滑動が継続

している場合は，その傾斜角度を保持した．実験は，せん断

変位が進行して，上枠が完全に崩落するまで実施した(写真 2)． 

3 実験結果 

3.1 せん断変位量と引張り荷重の関係 

 せん断変位量と引張り荷重の関係を図 3 に示す．3 ケース

は何れもせん断変位量ともに引張り荷重は増加する．各ケー

スを比較すると，No.3 の引張り荷重が最も大きく，特にせん

断変位量 80mm までの増加が大きい．No.1 の引張り荷重は最

も小さく，こちらもせん断変位量 100mm 以降の増加量は小さ

い．No.2 は，せん断変位量 200mm までほぼ同じ荷重増加と

なっている．崩壊の形状については，No.1,2 はせん断の初期

段階(20mm 程度)で模擬地盤表面にクラック等が発生し，最終

的には広範囲な崩壊に至っている．No.3 は基盤部の損傷等は

確認されず，上枠内の土砂は一体となって滑動した．また，

各試験の崩壊角度の比較では，No.3 の崩壊角度が大きく，滑

動に対してより抵抗していることが確認された（表 1）． 

結果から，RB 間の基盤部剛性と RB 用受圧板の相互作用に

より，表土層を拘束し，せん断変位の初期段階から大きな補

強効果を発揮していることが推測される． 

3.2 のり面工低減係数μについての考察 

 のり面工低減係数μを次式にて算出した 2)． 

μ＝T0／T1pa 

＝（T1pa－Tt）／T1pa 

ここで，Tt ：のり面工が無い場合の引張り力 

T1pa：のり面工がある場合の引張り力 

 せん断変位量 20mm 毎ののり面工低減係数μの値を図 4 に

示す．本工法を設置した No.3 では，初期段階の 20mm でのり

面工低減係数μが増加し，0.7 以上となる．せん断変位量 60mm で最大で 0.78 となり，その以降は若干減少し

ているが，200mm まで 0.7 以上を維持している．プレートのみの No.2 では，徐々に増加しているが，最大で

も 0.7 に達しておらず，80～100mm では 0.55 程度である．この結果からも本工法は，変位初期段階から補強

効果を発揮し，せん断変位量が増加しても一定以上の補強効果を期待できることが判る． 

4. まとめ 

 模擬的な表層すべりを再現した模型実験を実施し，のり面工低減係数μの算出を行った．本試験から得られ

た複合型法面工法ののり面工低減係数μは，0.78 であり，のり枠工の 0.7～1.0 1)に相当する．せん断変位量と

μの関係から，本工法の設計に用いるのり面工低減係数μは 0.7 程度とするのが妥当である． 
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写真 2 実験状況  
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    図 3 せん断変位量と引張り荷重 
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  図 4 せん断変位量とのり面工低減係数μ 

III-387 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - III-387 -


